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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事、同工事に係る設計、調査及び測量業務並

びに土木施設維持管理業務の契約に係る入札及び契約の事務取扱について、法令その他

別に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 建設工事等 本市が発注する建設工事、同工事に係る設計、調査及び測量並びに

土木施設維持管理業務をいう。 

(２) その他の建設工事等 建設工事を除く建設工事等をいう。 

(３) 設計図書等 設計図面、仕様書及び特記仕様書をいう。 

(４) 予算所管課 対象となる建設工事等に係る予算を所掌する課をいう。 

(５) 工事等所管課 対象となる建設工事等を所掌する課をいう。 

(６) 委員会 蕨市建設工事請負業者等審査委員会設置要綱（平成20年蕨市要綱第４

号）に定める蕨市建設工事請負業者等審査委員会をいう。 

(７) 対象工事 一般競争入札により契約を締結しようとする建設工事をいう。 



(８) 契約規則 蕨市契約規則（昭和45年蕨市規則第41号）をいう。 

(９) 入札参加希望者 入札に参加を希望する者をいう。 

(10) 入札参加資格者 入札に参加する資格があると認められた者をいう。 

(11) 事前審査型一般競争入札 入札参加資格の確認を入札前に行う方式をいう。 

(12) 事前提出事後審査型一般競争入札 入札前に提出された入札参加資格確認資料等

を基に、入札後に落札候補者の入札参加資格の審査を行い、落札者を決定する方式を

いう。 

(13) 電子入札 埼玉県電子入札共同システムで処理する入札手続及び入開札事務をい

う。 

第２章 執行準備 

（設計図書等の作成） 

第３条 予算所管課の長は、建設工事等を執行しようとするときは、設計図書等を作成し、

設計金額を算出しなければならない。この場合において、予算所管課において設計図書

等の作成が困難なときは、工事等所管課を定め、当該建設工事等を依頼するものとする。 

２ 前項の場合において、予算所管課と工事等所管課が異なるときは、予算の執行に係る

手続において、工事等所管課の長の合議を経なければならない。 

（執行方法等の決定） 

第４条 建設工事等に係る契約方法及び指名業者の選定その他必要な事項については、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法により決定するものとする。 

(１) 設計金額が10万円以下の建設工事又は５万円以下のその他の建設工事等 予算所

管課の長が決定する。 

(２) 前号を除く設計金額が100万円以下の建設工事等 契約事務を所掌する課の長が

決定する。 

(３) 設計金額が100万円を超え200万円以下の建設工事等 総務部長が決定する。 

(４) 設計金額が200万円を超える建設工事等 副市長が決定する。ただし、一般競争

入札又は総合評価方式により執行する建設工事及び500万円以上のその他の建設工事

等に関して委員会が所掌する事項等については、委員会の審議を経た上で決定する。 

第３章 一般競争入札 

（対象工事） 

第５条 一般競争入札の対象は、原則として設計金額が1,000万円以上の建設工事とする。



ただし、委員会において、建設工事の性質、目的その他特別の事情により一般競争入札

に適さないと認めた場合は、この限りでない。 

（参加資格） 

第６条 一般競争入札により契約を締結しようとするときは、地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号。以下「令」という。）第167条の５の２の規定により、対象工事に応じ、

委員会の審議を経た上で、一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」

という。）として、次の各号に掲げる事項について定めることができる。 

(１) 対象工事に対応する業種区分に関する事項 

(２) 対象工事に対応する業種の経営事項審査（建設業法（昭和24年法律第100号）第

27条の23第１項に規定する審査をいう。）の総合評定値の区分に関する事項 

(３) 営業所等の所在地に関する事項 

(４) 一定基準を満たす同種、類似工事の施工実績に関する事項 

(５) 対象工事に配置予定の技術者に関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、必要と認める事項 

（入札の公告） 

第７条 入札の公告（以下「公告」という。）は、前条で定めた事項のほか、次に掲げる

事項を記載した公告文（様式第１号及び様式第２号）により行うものとする。 

(１) 一般競争入札参加資格等確認申請書（様式第３号）及び一般競争入札参加資格等

確認資料（様式第４号。以下「確認申請書等」という。）の提出に関する事項 

(２) 資格確認を行う時期又は確認方法 

(３) 落札者の決定方法 

(４) 違約金の取扱い 

(５) 前各号に掲げるもののほか、必要と認める事項 

（参加資格の確認申請） 

第８条 入札参加希望者は、所定の期日までに、確認申請書等を市長に提出しなければな

らない。 

（参加資格の有無の確認） 

第９条 市長は、入札参加希望者が明らかに参加資格がないと認める場合を除き、前条の

確認申請書を受理するものとする。 

２ 市長は、前項の確認申請書に基づき入札参加希望者一覧表（様式第５号）を作成する



ものとする。 

３ 市長は、入札参加希望者の参加資格について、総務部長に審査させることができる。 

４ 市長は、前項の結果について、入札参加資格者については一般競争入札（事前審査

型）参加資格等の確認結果通知書（様式第６号）により、参加資格がないと認めた者に

ついては、その理由を付して一般競争入札（事前審査型）参加資格等の確認結果通知書

（様式第７号）により通知するものとする。 

５ 参加資格がないと認められた者は、市長に対し、通知を受けた日から起算して２日

（蕨市の休日を定める条例（平成元年蕨市条例第35号）第１条第１項に規定する市の休

日（以下「市の休日」という。）を除く。）以内に、その理由について書面により問い

合わせることができる。 

（現場説明会） 

第10条 現場説明会は、実施しない。 

（設計図書等） 

第11条 市長は、設計図書等を入札参加希望者又は入札参加資格者に閲覧させ、又は貸与

するものとする。 

２ 入札参加希望者又は入札参加資格者は、設計図書等に質疑があるときは、市長に対し、

書面により質問することができる。 

（入札保証金） 

第12条 入札保証金の納付及び免除については、契約規則第３条及び第４条の規定による

ものとし、契約規則第３条第２項第３号を適用する場合は、委員会に諮り決定するもの

とする。 

（入札参加希望者等への周知） 

第13条 市長は、入札参加希望者又は入札参加資格者及び請負者が守らなければならない

事項について、競争入札参加者心得（様式第８号）により周知するものとする。 

（適用除外） 

第14条 事前提出事後審査型一般競争入札を行う場合にあっては、第９条の規定は、適用

しない。 

第４章 指名競争入札 

（指名及び入札の通知） 

第15条 第４条の規定に基づき、指名競争入札により契約を締結しようとするときは、指



名業者選定調書（様式第９号）を作成した上で、指名業者に対し、入札に指名された旨

及び対象工事名、入札日時、入札場所その他入札執行に関し必要な事項を通知しなけれ

ばならない。 

（設計図書等） 

第16条 市長は、設計図書等を指名業者に閲覧させ、又は貸与するものとする。 

２ 指名業者は、設計図書等に関し質疑があるときは、市長に対し、文書をもって質問す

ることができる。 

（現場説明会） 

第17条 現場説明会は、原則として実施しない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、

この限りでない。 

（指名業者等への周知） 

第18条 市長は、指名業者及び請負者が守らなければならない事項について、競争入札参

加者心得（様式第８号）により周知するものとする。 

第５章 入札の執行 

第１節 指名競争入札及び事前審査型一般競争入札 

（予定価格書） 

第19条 予定価格の決定は、蕨市事務決裁規則（平成７年蕨市規則第46号）第４条の規定

により行う。 

２ 工事等所管課長又は予算所管課長は、前項の規定に基づき作成された予定価格書を入

札を執行する場所において、開札のときに開封するものとする。 

（入札執行者等） 

第20条 入札執行者は、契約事務を所掌する課の長又は当該課の長が指定した者とする。 

２ 入札執行者は、入札を執行するに当たって、契約事務を所掌する係の職員にその執行

を補助させることができる。 

（入札の準備） 

第21条 入札執行者は、入札の執行が適正に行われるよう、執行場所の選定並びに入札執

行者及び入札参加者の配置について、十分配慮するものとする。 

（立会人） 

第22条 入札執行者は、契約事務に関係しない職員をもって立会人としなければならない。 

（入札の執行） 



第23条 入札執行者は、公告又は通知した時間になったとき、入札の開始を告げ入札参加

者を順次入室させ、当該入札の件名及び入札参加者名を読み上げて、確認を行うものと

する。 

２ 前項の確認後の入札参加は、認めないものとする。 

３ 入札参加者の入札執行途中での退室は、認めないものとする。 

４ 入札は、入札書に必要事項を記載させ、記名の上、封書にして提出させるものとする。 

５ 事前審査型一般競争入札において、入札参加者から、入札前に第９条第４項に規定す

る参加資格があると認めた旨の確認通知書（以下「確認通知書」という。）の写しの提

出を求め、確認後入札室に入室させなければならない。 

６ 確認通知書を受けた者であっても、入札時において参加資格のない者は、入札に参加

することができない。 

７ 入札参加者の数が１人以下であるときは、入札を中止する。この場合において、入札

を中止した事前審査型一般競争入札については、委員会に諮り契約規則第４章に規定す

る随意契約により行うことができ、入札を中止した指名競争入札については、特別な場

合を除き、指名基準に基づいて再度指名の上、入札を実施するものとする。 

（見積書の提出） 

第24条 入札参加者は、入札時に本工事費内訳書に沿った見積書を提出しなければならな

い。 

（代理人による入札） 

第25条 入札は、代理人をして行わせることができる。この場合において、入札執行者は、

入札前に委任状により代理人であることを確認しなければならない。 

（入札の辞退） 

第26条 入札執行者は、指名を受けた者が入札を辞退する旨を申し出たときは、次に掲げ

るところにより取り扱うものとする。 

(１) 入札執行前にあっては、入札辞退届を直接持参させる。 

(２) 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を直接提出させ

る。 

２ 前項により入札を辞退した者について、これを理由として以後の指名等について、不

利益な取扱いを行わないものとする。 

３ 事前審査型一般競争入札の場合においては、確認通知書を受けた後であっても、入札



を辞退することができる。 

（入札書の書換え等の禁止） 

第27条 入札執行者は、入札参加者が一旦提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をさ

せてはならない。 

（入札の中止等） 

第28条 入札執行者は、入札参加者が連合し、又は妨害、不正行為等により入札を公正に

執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又

は入札の執行を延期し、若しくは中止することができる。 

２ 入札執行者は、入札の執行以前に連合等の情報が寄せられたものについて入札を執行

するときは、入札前に入札参加者から誓約書を提出させ、開札の結果不正が行われたと

判断したときは、開札の後でも入札を中止することができる。 

（開札） 

第29条 開札は、入札書の提出後直ちに当該入札場所において、入札者の立会いのもとに

行わなければならない。 

２ 前項の開札の場合において、入札参加者の立会いを欠いたときは、当該入札事務に関

係のない職員を立ち会わせなければならない。 

３ 入札執行者は、開札を宣言した上、直ちに入札書を開札し、その適否の審査を行わな

ければならない。 

４ 審査の結果は、順次その入札参加者名及び入札価格を発表するものとする。ただし、

無効な入札については、その入札価格を公表しないものとする。 

（入札の無効） 

第30条 入札は、次の各号のいずれかに該当するときは、無効とする。 

(１) 入札に参加する資格のない者がした入札 

(２) 記載すべき事項の記入のない入札書又は記入した事項が明らかでない入札書によ

る入札 

(３) 代理人で委任状を提出しない者がした入札 

(４) 記載事項を訂正した入札書による入札 

(５) 所定の入札保証金を納付しない者がした入札 

(６) 他人の代理を兼ねた者がした入札 

(７) ２通以上の入札書を提出した者がした入札又は２以上の者の代理をした者がした



入札 

(８) 明らかに連合によると認められる入札 

(９) 郵便、電報及びファクシミリによる入札 

(10) 設計金額を事前公表している場合において、当該公表している金額を超えた入札 

(11) 公告に示す事項に反した者がした入札 

（落札者の決定） 

第31条 入札執行者は、予定価格の110分の100の価格以下で、最低の価格をもって入札し

た者（最低制限価格を設けた場合にあっては、予定価格の110分の100の価格以下で、最

低制限価格の110分の100の価格以上の価格をもって入札した者のうち最低の価格をもっ

て入札したもの）を落札者とする。 

（くじによる落札者の決定） 

第32条 入札執行者は、落札とすべき同額の入札をした者が２人以上いるときは直ちに、

当該入札者にまず落札者を決定するくじを引く順番を決めるくじを引かせ、その結果に

より落札者を決定するくじを引かせ、落札者を決定する。 

２ 前項により落札者を決定したときは、その入札書にくじを引いた結果落札した旨を落

札者に記載させ、記名させるものとする。 

３ 第１項によりくじを引くに当たり、当該入札をした参加者がくじを引かないときは、

これに代わって当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

（再度入札） 

第33条 入札執行者は、初度入札において落札者がないときには、当該入札場所において

直ちに再度入札を行うものとする。 

２ 再度入札に参加することができる者は、初度入札に参加した者（最低制限価格を設け

た場合にあっては、最低制限価格の110分の100を下回らない価格をもって入札した者）

に限る。 

３ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、再度入札に参加することができる者がないと

きは、行わないものとする。 

４ 再度入札は、１回を原則とする。 

（不調時の取扱い） 

第34条 事前審査型一般競争入札の場合において、再度入札によっても落札者がないとき、

又は前条第３項の規定によるときは、入札を打ち切り、改めて入札の再公告をした上で、



事前審査型一般競争入札に付するものとする。ただし、事前審査型一般競争入札に付す

ることができないときは、随意契約とすることができるものとする。 

２ 入札執行者は、指名競争入札の場合において、再度入札によっても落札者がないとき、

又は前条第３項の規定によるときには、入札を打ち切り、改めて原則として当該入札参

加者以外の者による指名競争入札に付すものとする。ただし、指名替えによる指名競争

入札に付することができない場合は、随意契約とすることができる。 

３ 前２項による随意契約の相手方となることができる者は、再度入札に参加した者とす

る。ただし、再度入札で無効の入札を行った者は、随意契約の相手方となることができ

ない。 

４ 第１項ただし書及び第２項ただし書の規定により、随意契約の方法による契約の締結

を行おうとするときは、再度入札の開札結果の発表に引き続き、当該入札場所において

直ちに、前項の規定により随意契約の相手方となることを希望する者から見積書を提出

させ、見積額が予定価格以下の価格で適当と認められたときは、当該見積をした者を契

約の相手方とするものとする。 

５ 前項の場合において、同額の見積書が提出された場合は、くじ引によって契約の相手

方を決定するものとする。この場合において、くじ引の方法は、第32条の規定を準用す

るものとする。 

（落札結果等の発表） 

第35条 入札執行者は、落札者を決定した場合及び前条第４項の規定により契約者を決定

した場合は、当該入札場所において入札参加者にその旨を発表する。 

（入札結果等の記録） 

第36条 入札執行者は、建設工事等の入札を行ったときは入札調書（様式第10号）を作成

しなければならない。 

（契約の確定） 

第37条 契約は、市長と契約の相手方が契約書に記名押印したときに確定する。 

第２節 事前提出事後審査型一般競争入札 

（参加資格要件） 

第38条 第８条に定める確認申請書等を所定の期日までに提出しない者は、入札に参加で

きない。 

（開札） 



第39条 事前提出事後審査型一般競争入札においては、入札執行者は、予定価格の110分

の100の価格以下で、最低の価格をもって入札した者（最低制限価格を設けた場合にあ

っては、予定価格の110分の100の価格以下で、最低制限価格の110分の100の価格以上の

価格をもって入札した者のうち最低の価格をもって入札したもの）から落札候補者を決

定し、かつ、後日次条第１項の規定により落札者が決定するまで、順に入札参加資格の

審査を行い、落札決定する旨の宣言をし、開札を終了するものとする。 

２ 開札の結果、前項の落札候補者となるべき同価の入札をした者が２人以上いるときは、

落札候補者の決定を保留した上で、くじにより落札候補者及びその次の順位以降の者

（以下「次順位者」という。）を決定するものとする。 

（参加資格要件の確認） 

第40条 市長は、第８条の規定により提出された確認申請書等について、公告に示す参加

資格の要件に基づき、落札候補者が当該要件を満たしていることの審査を行い、審査の

結果、落札候補者が当該要件を満たしている場合は、落札決定とし、満たしていない場

合は、次順位者から順次審査を行い、適格者が確認することができるまで行うものとす

る。この場合において、審査の結果、落札者が決定したときは、他の入札参加者の資格

審査は行わない。 

２ 市長は、前項の参加資格について、総務部長に審査させることができる。 

３ 前２項の参加資格要件の審査は、開札日の翌日から起算して２日（市の休日を除

く。）までに行わなければならない。 

４ 参加資格要件の審査結果は、事前提出事後審査型一般競争入札資格審査結果調書（様

式第11号）により取りまとめるものとする。 

（落札決定の通知等） 

第41条 市長は、前条第１項の規定により落札を決定したときは、当該落札者にその旨を

速やかに通知するものとする。 

２ 市長は、前条第１項の審査の結果、当該審査対象者が参加資格を有していないことを

確認したときは、当該対象者に対して事前提出事後審査型一般競争入札参加資格不適格

通知書（様式第12号）によりその旨を通知するものとする。 

３ 前項の通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して２日（市の休日を除く。）以

内に、その理由について書面で問い合わせることができる。 

（不調時の取扱い） 



第42条 事前提出事後審査型一般競争入札の結果、落札決定者がないときは、改めて入札

の公告を行うものとする。ただし、事前提出事後審査型一般競争入札に付すことができ

ないときは、委員会に諮り随意契約により行うことができる。 

（指名競争入札及び事前審査型一般競争入札の準用） 

第43条 第19条から第22条まで、第23条第７項、第24条、第25条、第27条から第30条まで、

第33条、第36条及び第37条の規定は、事前提出事後審査型一般競争入札の場合に準用す

る。この場合において、「事前審査型一般競争入札」とあるのは「事前提出事後審査型

一般競争入札」と、「落札者」とあるのは「落札候補者」と読み替えるものとする。 

第６章 随意契約 

（随意契約の相手方の決定） 

第44条 令第167条の２第１項第１号及び第４条の規定に基づき、随意契約を締結しよう

とする場合は、見積執行者は、できる限り複数の見積書提出業者を定め、見積書提出期

限その他必要な事項を通知しなければならない。 

２ 見積執行者は、執行する予算の制限の範囲内で、最低の見積を提示したものを随意契

約の相手方として決定するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、見積書提出業者が１人の場合は、執行する予算の制限の範

囲内での見積であることを確認した上で、契約の相手方として決定することができる。 

第７章 契約保証金及び前払金 

（契約保証金の取扱い） 

第45条 契約規則第３条に規定する契約保証金等の取扱いについては、請負契約に係る履

行保証等取扱要領によるものとする。 

２ 市長は、前項の規定について、入札参加者にあらかじめ周知しなければならない。 

（前金払） 

第46条 令附則第７条の規定に基づく公共工事の前金払は、次の各号のいずれにも該当す

る契約を締結した場合に限り、請負契約者の請求により支払うものとする。 

(１) 建設工事に係る請負契約 

(２) 設計金額が500万円以上で契約工期が２月以上 

２ 前払金の額は、契約金額の100分の40に相当する額とし、その限度額を１億円とする。

ただし、算出した前払金の額に１万円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる

ものとする。 



３ 前項の規定にかかわらず、市長は、その工事の性質上その他特に必要があると認める

ときは、前金払をしないこと、又は前払金の額を減額することができる。 

（２年度以上にわたる契約における前金払） 

第47条 継続費に係る請負契約における前金払は、当該契約に基づく各年度の年割額に応

じた出来高予定額に対する額とする。 

２ 繰越明許費（事故繰越を含む。）に係る翌年度にわたる請負契約における前金払は、

契約締結の当初における契約金額に対する額とする。 

３ 債務負担行為に係る請負契約における前金払は、当該契約に基づく各年度ごとの債務

負担行為の出来高予定額に対する額とする。 

第８章 雑則 

（電子入札） 

第48条 電子入札により入札を行う場合の必要な事項については、蕨市公共工事等電子入

札運用基準及び蕨市公共工事等電子入札運用要領によるものとする。 

（委任） 

第49条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

（蕨市建設工事請負一般競争入札実施要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

(１) 蕨市建設工事請負一般競争入札実施要綱（平成６年蕨市要綱第19号） 

(２) 蕨市抽選型競争入札試行要綱（平成13年蕨市要綱第40号） 

(３) 蕨市建設工事等参加意思確認型指名競争入札実施要綱（平成15年蕨市要綱第１

号） 

附 則（平成20年３月28日要綱第48号） 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年２月７日要綱第２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年２月18日要綱第９号） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。ただし、様式第１号、様式第２号及び様



式第12号の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年２月７日要綱第２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。ただし、様式第８号中15の項を16の項とし、14の

項の次に１項を加える改正規定は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月６日要綱第９号） 

この要綱は、令和元年10月１日から施行する。 

附 則（令和２年11月10日要綱第41号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年８月17日要綱第33号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の規定により作成されている用紙につ

いては、当分の間、これを使用することができる。 

附 則（令和３年11月９日要綱第45号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年３月３１日要綱第45号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



様式第１号（第７条関係）（事前審査型標準例） 

 



 



 



様式第２号（第７条関係）（事前提出事後審査型標準例） 

 



 



 



様式第３号（第７条関係） 

 



様式第４号（第７条関係） 

 



 



様式第５号（第９条関係） 

 



様式第６号（第９条関係） 

 



様式第７号（第９条関係） 

 



様式第８号（第13条関係）（標準例） 

 



 



 



 



 

 



様式第９号（第15条関係） 

 



様式第10号（第36条関係） 

 



 



様式第11号（第40条関係） 

 



様式第12号（第41条関係） 

 


